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はじめに 
今日、従来の日本的経営の柱であった年功序列型の賃金、終身雇用といった人事管理の

基本要素は、グローバル化の下での厳しい競争の出現、経済の成熟化とバブル崩壊後の経

済成長の停滞など、社会経済システムに変動を促す要因が次々と生じる中で大きな変革を

余儀なくされている。また若年層を中心として価値観、就労意識が大きく変化してきてお

り、個人の能力や実績を正しく評価し、給与や昇進に反映して欲しいとする声が高まりつ

つある。このような状況の中、民間企業においては、「能力・実績重視」が「年齢・経験重

視」に代わる人事管理の新たな基準へと転換している。 
 国においても、従来の年功序列賃金体系・職務給を柱とした公務員制度を見直し、職務

遂行能力に基づき給与を決定する能力等級制度を柱とした新たな公務員制度の導入を平成

18 年度に予定している。 
地方自治体においては、地方公務員法により勤務評定を行うことが法定化されているが、

職員及び職員団体に勤務評定に対する不信感や年功序列による昇給・昇任の考え方が根強

く残っていることから、勤務評定の目的を十分に達成している状況には至っていない。 
本研究会では、これらの状況を踏まえて、先進自治体や民間企業の視察研修を行い、新

しい評価制度について調査研究を行ってきた。 
 ここで紹介している評価システムは、先進自治体の評価システムを参考にしながら、過

去の勤務評定制度に対する反省を踏まえ提案したものである。言うまでもなく、人事評価

は、職員の実績や能力を正確に評価できるものである必要があり、抽象的な理由や説明で

なく、具体的で実際的なものであることが重要である。 
そこで本報告書は、職員の育成及び能力開発を主な目的として、初めに人事評価を巡る

自治体及び民間企業の動向について概観し、次に従来の勤務評定に代わる評価システムの

モデルを提案し、最後にモデルの確立のための方策を記述した。 
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おわりに 
 公務員の人事管理を能力、実績を基本としたものに変革していく必要性及びその中で評価シ 
ステムの果たす役割の重要性については、今回の研究を通して、全研究会員が改めて痛感した 
次第である。 
 評価システムに関しては、組織において実際に実施しながら、その弱点を克服し、精度を高 
めていく不断の努力が必須である。さらに、評価システムを組織に定着した有効なものとして 
活用するためには、試行錯誤を恐れることなく、組織の構成員全てがその重要性を認識し、前 
向きにその実施に取り組むことが肝要である。 
 この研究報告書で提案した評価システムは、限られた資料や時間的制約の中で作成したこと 
もあり、不十分な面が多々あると思われるが、公務員制度改革の大きな流れの中で、公務組織 
への適合性を基本に提案したものであり、それぞれの自治体にあった形に改良・工夫され活用 
されれば幸いである． 
 最後に、今回の研究活動に対して、さまざまなご支援・ご協力をいただいた関係各位に対し 
まして、心からお礼を申し上げます。 
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